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研究成果の概要（和文）：英国での実海域CO2漏洩実験が中止となったため、24年度に実施した実海域実験の環
境回復調査を実施することとした。海底に漏出したCO2の位置と流量を推定する数値解析法を開発した。海底下
堆積層の電気比抵抗を測定する電極付き信号ケーブルを開発し、電気探査と自然電位の計測が地中のCO2のモニ
タリング手法として適用できることを示した。pHセンサ、pCO2センサにつき、長期間計測が可能な基板を開発
し、pH/pCO2のマッピング観測や鉛直観測から、海中漏出CO2のモニタリング手法を確立した。CO2放出実験前の
堆積物試料について、間隙水の移流拡散が圧入停止後のCO2消失の主要因でないことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：We decided to investigate environmental recovery of the field experiment 
conducted in 2012 because the field observation of CO2 seepage in the real sea in the UK was 
cancelled. The numerical analysis method to detect the location and rate of CO2 seepage has been 
developed. Signal cable with electrodes with an electric resistivity of sea bottom sediment was 
developed, and showed that measurement of electric survey and electric self-potential survey can be 
applied as the monitoring technique of CO2 in the sediment. A long measurement substrate about a pH 
sensor and pCO2 sensor were developed, and the monitoring technique of subsea seepage CO2 was 
established from a mapping observation of pH/pCO2 and a vertical observation. It was cleared that 
the advection/diffusion of pore water is not a prim factor of CO2 disappearance after the stop of 
CO2 injection of the former CO2 release experiment.

研究分野：海洋環境
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１．研究開始当初の背景 
温暖化対策として、火力発電所等の排ガス
から CO2を回収し、地中に貯留する CO2の
分離回収と貯留（Carbon Dioxide Capture 
and Storage：CCS）が考えられている。我
が国では、大陸棚での海底下 1000‐2000m
の帯水層に超臨界状態の CO2 を注入する浅
海域地中貯留実証実験が、2016 年から苫小
牧沖にて経済産業省により実施されている。 

CCS の実施のために重要になるのが社会
的受容性である。そのため地層構造の貯留性
能評価手法の開発、貯留層内の CO2 挙動解
析などの貯留可能性のほかに、万が一漏洩し
た場合の貯留層外部への CO2 移行解析など
の環境影響評価手法の開発が不可欠となる。 
このような中、平成 24 年、海水中に漏出
した CO2 の物理的、化学的、生態学的など
の環境影響を評価するため、英国において海
底堆積物中から CO2 を放出する、世界初の
実証実験（QICS プロジェクト）が日英共同
で行われた。水深 12m、海底下 10m の浅海
堆積層中に、80～120kg/日の CO2を 30日間
放出し、CO2の堆積層中および海水中での挙
動と生物相への影響を観測するもので、本研
究代表者と研究分担者はこれに参画し、漏洩
サイト近傍において物理化学的、生化学的な
知見を得ることができた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、海底下の帯水層や石炭層など
の地質構造での CO2 貯留を対象に、一般国
民の CCS に関する認知と理解を得るために
必要不可欠な環境影響評価手法を開発する。
そのために、当初英国において平成 27 年に
計画されている実海域 CO2 漏洩実験に参画
し、海水中や堆積層中の CO2の移動、溶解、
拡散といった物理化学的現象を観測・予測す
る技術を開発することで環境影響評価手法
を開発するとしていた。ところが、英国側の
事情により、平成 27年度の実海域 CO2漏洩
実験が中止されたため、申請書でも述べてい
た通り、平成 24 年度に実施された実海域実
験の環境回復調査を平成 28 年度に実施する
こととし、環境影響評価手法の開発を実施し
た。 
 
３．研究の方法 
(1) 実海域堆積層中のCO2挙動予測法の開発 
平成 24 年の数値シミュレーションでは、
地下構造の不均質さのデータがなかったた
め堆積層中の漏洩経路や漏洩時間などの予
測は現実と異なったものとなった。そこで堆
積層の不均質さを導入し、漏洩経路、漏洩時
間の予測計算を実施する。 
(2) 実海域海水中の CO2 挙動予測法の開発 
平成 24 年の実海域実験では堆積層中に放
出したCO2の全てが海中に漏洩しなかったと
推測されている。また海底面から気泡状で漏
出した CO2と溶存体で漏出した CO2の量も確
定されていない。そこで平成 24 年の実験に

つき、堆積層中残存量、気泡状・溶存体漏出
量のおおよその予測を実施する。また、漏出
位置、漏出量予測法を開発する。 
(3) 実海域堆積層中のCO2挙動観測法の開発 
これまで開発してきた堆積物中 pH センサ
を用い、平成 24 年の実海域実験と同じ海域
において、4年経過後の堆積物中pHを観測し、
環境回復度を調査する。また、平成 24 年で
適用の可能性が示された電気探査による堆
積層中のCO2挙動のモニタリングの実証実験
およびその解析を行う。 
(4) 実海域海水中の CO2 挙動観測法の開発 
これまで開発してきた海水中pH/pCO2セン
サおよび大気中 CO2 マッピング技術を用い、
平成24年の実海域実験と同じ海域において、
4年経過後の海水中 pH を観測し、環境回復度
を調査する。 
(5) 海底堆積層中に漏洩したCO2に関する環
境影響評価手法の構築 
堆積物試料の採取と化学分析につき、放出
4 年後の堆積物試料採取、炭酸塩の生成量、
栄養塩類および重金属濃度の残存量につき
計測を実施する。さらに、平成 24 年の実験
で明らかにされなかった堆積物のより深い
層（0.3m 以深）の試料についても同様の化学
分析を実施する。実施した研究成果をまとめ
ることで、比較的浅い堆積物中と海水中にお
ける、CO2 の漏出を想定した場合の環境影響
評価手法を構築する。 
 
４．研究成果 
(1) 実海域堆積層中のCO2挙動予測法の開発 
平成 24 年度に英国側で実施された弾性波
探査結果を利用して、海底下堆積層内の不均
質さについて検討し、地下での CO2 挙動を予
測するための数値シミュレーションに適用
する地下モデルの再構築を行った。 
(2) 実海域海水中の CO2 挙動予測法の開発 
CO2 の海中拡散モデルの高精度化として、こ
れまで半閉鎖湾を対象に潮流のみを扱って
きたが、潮流と海流を同時に扱うことができ
るように、数値計算プログラムを改造した。
対象を、平成 27 年度から CO2 海底下貯留実
海域実験が開始された苫小牧沖とし、苫小牧
沖における海流影響を含めた漏出CO2の拡散
シミュレーションを行った結果、潮位の再現
に成功し、水温・塩分も安定した結果が得ら
れた。CO2 漏洩シミュレーションでは、気泡
の半径の違いによる濃度の上昇の仕方の違
いなどが確認された。さらに、2012 年の CO2
放出実験の測定情報と海洋シミュレーショ
ンを元に、海底下に貯留した CO2 が海底面に
漏出した際の、漏出位置と漏出流量を推定す
る数値解析法を開発し、2 次元流場および当
該実海域を対象にしたテスト計算により、開
発した手法の検証を行った。 
(3) 実海域堆積層中のCO2挙動観測法の開発 
 平成 24 年に実施された英国 Ardmacknish
湾の浅海底 CO2 放出実験地において、平成 24
年と同様の電極配置および計測システムで、



平成28年 5月 23日～25日に自然電位の計測
を、5月 26～27 日に電気探査を実施した。平
成 24年と 28年の海底下電気比抵抗構造の変
化から、CO2 放出実験時に CO2 の気泡が湧出
していた海底の地下数ｍの領域で電気比抵
抗が増大していることが判った。この領域は
弾性波探査の結果からCO2が一時的に留まっ
ていると評価された領域とほぼ整合してい
る。また、海底自然電位の計測では、通常の
自然電位は10～20mV程度の変動であったが、
CO2放出実験時にCO2の放出流量を毎分60リ
ットルから 80 リットルに増大させた時に自
然電位が通常より数十 mV 増加することなど
が確認された。以上より、電気探査と自然電
位の計測がCO2のモニタリング手法として適
用できることが示された。 
(4) 実海域海水中の CO2 挙動観測法の開発 
 平成 28 年 5 月に予定している英国での浅
海域 CO2 放出実験に先立ち、既開発のセンサ
制御基板、pH センサ基板、pCO2 センサ基板
について、長期間の計測が可能なそれぞれの
基板を設計・試作した。また、九州大学水産
実験所沖合海域においてサイドスキャンソ
ナーの作動確認試験を実施した。さらに、堆
積物のより深い層から間隙水を採取可能と
するステンレス製の間隙水採取器につき、直
径を 2.5cm とすることで強度を確保し、約
1.1m の深さの試料が採取可能な装置を開発
した。国内の実験室での試験に加えて、英国
の協力機関のダイバーによる現場試験も実
施し、堆積物粒度が比較的粗い観測実験実施
海域においても使用可能であることを確認
した。合わせて、平成 24 年当時に解析が不
十分であった堆積物中の微量金属の挙動を
把握することを目的として、循環型溶出実験
システムを構築し、実験条件やシステムの性
能把握に係る基礎的検討を実施した。これら
の準備を経て、平成 28 年に、CO2 噴出場所付
近での海底直上海水中pH/pCO2および堆積物
中 pH の連続計測を実施し、残留 CO2 の影響
はないことを確認した。さらに、東京海洋大
学の館山ステーション沖において、海底から
のCO2漏洩を想定したドライアイス実験を実
施した。海底にドライアイスを設置し、
pH/pCO2 のマッピング観測や鉛直観測を行い、
CO2 漏洩時の CO2 拡散状況や海洋環境変動に
ついての実測データを取得した。 
(5) 海底堆積層中に漏洩したCO2に関する環
境影響評価手法の構築 
Ardmuckinish 湾の堆積物の化学組成（金
属・栄養塩・炭酸塩）に関するベースライン
データを取得するため、平成 24 年度に採取
されたCO2放出実験前の堆積物試料について
蛍光X線分析とリンの形態別分析を実施した。
地球化学参照試料と比較したところ、反応性
に富む鉄の酸化物の含量が少ないことが分
かった。一方リンの形態では、detrital（破
屑性）の成分を多量に含んでおり、同湾の堆
積物が比較的不活性な成分に富むことを明
らかにした。平成 24年の CO2放出実験では、

注入したCO2の多くが水中まで到達せず堆積
物内に蓄積・残存していると見積もられた。
しかし堆積物表層の溶存 CO2 は注入停止後、
速やかに消失しており、注入 CO2 の最終的な
挙動は明らかになっていない。堆積物内の長
期的な変化と観測の行なわれていないより
深い層の調査を行なうため、平成 28 年 5 月
に現地観測を実施した。前年度に開発した採
取器により、最深 125cm の間隙水と 55cm の
堆積物の試料採取に成功したが、CO2 の圧入
地点と参照地点の化学性状に有意な差は認
められず、この層には溶存 CO2 が残留してい
なかった。またトレーサー実験および連続モ
ニタリングの結果から、間隙水の移流・拡散
などの物理現象は圧入停止後のCO2消失の主
要因でないことが示された。 
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